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貿易保険制度の仕組み

融資等

貿易保険は、企業の貿易等の対外取引において生じる民間保険ではカバーできないリスクをカバーする保険です。
貿易保険の目的は、貿易取引や海外投資を行う際に発生するリスクを軽減し、企業の海外展開を促進することです。

法人概要

名　　　称 株式会社 日本貿易保険
（Nippon Export and Investment Insurance）

設立年月日 2017年4月1日

設立根拠法 貿易保険法

目　　　的 対外取引において生ずる通常の保険によって救済することができない危険を保険する事業を行うこと。

主 務 大 臣 経済産業大臣

資 本 金 額 1,693億 5,232万 4,369円（政府全額出資）

役　　　員 代表取締役社長 黒田　篤郎
代表取締役副社長 仲田　正史
常務取締役  和田　圭司
常務取締役  寺村　英信
取締役（社外取締役） 寺本　秀雄
監査役  中村　恵司
監査役（社外監査役） 大塚　章男
監査役（社外監査役） 松井　智予

役 職 員 数 195名（2019年4月1日時点）

沿　　　革 2001年  4月 独立行政法人日本貿易保険（NEXI）設立
2015年  7月 貿易保険法等の一部を改正する法律成立（2017年4月から政府全額出資の特殊会社へ移行）
2017年  4月 株式会社日本貿易保険（NEXI）設立
［参考 : 1950年３月 貿易保険法成立。以降、貿易保険事業は2001年３月末まで経済産業省（旧通商産業省）にて運営。］

所 在 地 （国内）本店：東京　支店：大阪
（海外）シンガポール支店、パリ事務所、ニューヨーク事務所

100％出資 保険契約 輸出・投融資など
日本政府 日本企業 外国企業

海外プロジェクト

外国

●  為替取引制限・禁止、輸入制限・禁止
●  戦争、内乱、革命
●  支払国に起因する外貨送金遅延
●  制裁的な高関税、テロ行為
●  国連又は仕向国以外の国の経済制裁
●  収用
●  自然災害、その他、契約当事者の責によらない事態

●  契約相手方の３ヵ月以上の不払い
　（商品クレーム等、輸出者に責のある場合を除く）
●  契約相手方の破産
●  破産に準ずる理由
●  外国政府等を相手方とする輸出契約等の船積前の
　  一方的キャンセル

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ）民間バイヤーの船積前の一方的キャンセルは一部
特約を付帯した場合を除き対象外

貿易保険は、以下のようなリスクの発生により企業等が被る損失をカバーします。

貿易保険の主な種類としては、輸出に関する保険、投資に関する保険、融資に関する保険があり、これらは貿易保険法で定
められています。

※非常危険：契約当事者の責任ではない不可抗力的なリスク（Country Risk, Political Riskともいう）
※信用危険：海外の契約相手方の責任に帰せられるリスク（Commercial Risk, Credit Riskともいう）

 非常危険※  信用危険※

貿易一般保険
輸出不能又は輸出後若
しくは外国への技術提供
後における代金回収不
能による損失をカバーし
ます。

貿易代金貸付保険
銀行等による外国企業
の日本貨物の購入資金
に係る融資（バイヤーズ・
クレジット）をした場合に
おける償還不能による
損失をカバーします。

海外事業資金貸付保険
銀行等による外国企業
の事業資金（日本からの
輸出に関連しないアンタ
イド資金）に係る融資等
の償還不能による損失
をカバーします。

海外投資保険
戦争等によって投資先
の事業が一定期間以上
休止、又は継続できなく
なったこと等による損失
をカバーします。

貿易一般保険

輸出不能

代金回収不能× ×

貿易代金貸付保険

輸出契約等

償還不能
×

日本の
銀行等
JBIC

外国の
輸入者

日本の
輸出者

外国の
輸入者

日本の
輸出者

海外事業資金
貸付保険

償還不能

融資・債券の購入

×
外国の政府
又は企業

日本の企業・
銀行等※

海外投資保険
（株式等）

出資

送金不能

事業継続不能等×

日本の企業
外国の企業
海外子会社や
合弁会社等（　  　　　）×

輸出等に関する保険 非常危険 信用危険

融資等に関する保険 非常危険 信用危険

投資に関する保険 非常危険
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所在地     15
※我が国の対外取引の健全な発達を図るために特に
必要な事業（重要な資源の取得促進や本邦企業の
競争力を促進する事業等）については外国の企業、
銀行等も対象となる場合があります。

※日本の銀行は、国際協力
銀行（JBIC）と協調して融
資等を行い、NEXIは民間
銀行の融資等について貿
易保険でカバーします。

企業理念
私たちは、貿易保険事業を担う公的機関として、
お客様に安心を提供することにより、
我が国企業の対外取引の健全な発展に貢献し続けます。

行動指針
事業環境の変化を機敏に捉え、
お客様の多様なニーズに高い専門性をもって応えます。

的確な引受判断と適切なリスク管理により、
質量ともに引受の拡大に努めます。

多様性を尊重し、
お互い協力し合うことで組織の力を最大化します。
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2 0 1 8 年 度 の 業 務 実 績

貿易保険事業収支の推移

3,000

2,000

1,000

0

‒1,000

‒2,000

‒3,000

‒4,000

‒5,000

‒6,000

‒7,000
（億円）

保険料収入
回収金等収入
支払保険金
借入金

（注）現金ベース。保険料収入は返還保険料を控除した後の金額。 （単位：億円）

年　度 '81 '82 '83 '84 '85 '86 '87 '88 '89 '90 '91 '92 '93 '94 '95 '96 '97 '98 '99 '00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13 '14 '15

保険料収入 328 373 341 413 468 334 304 213 342 448 357 447 462 441 435 410 460 454 332 329 373 313 432 380 438 349 368 393 382 344 377 362 406 746 512 

回収金等収入 55 123 152 256 389 536 349 400 693 387 407 1,112 773 852 983 1,212 1,230 913 846 853 745 702 977 1,014 2,287 2,473 575 419 205 156 177 240 314 357 409 

支払保険金 376 627 805 1,415 1,643 1,690 1,095 1,648 1,427 1,986 3,419 1,482 1,280 806 571 444 302 167 216 324 499 651 230 129 37 24 38 172 104 86 84 44 122 31 224 

期末借入残高 ー ー ー ー 740 1,641 2,195 2,848 2,941 3,698 6,378 6,886 6,744 6,224 5,360 4,041 2,518 1,278 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

支払保険金ピーク
3,419億円

借入金ピーク
6,886億円

借入金残高
0円

'17 '18

728

313

192

0 

319

311

335

0 

'16

245

445

78

0 

アジア向けが約3.5兆円と全体の52.5%を占め引き続き最大となり、次いで中東向けが約0.7兆円で9.9%を占めました。

（%）0 20 40 60 80 100

（年度）

52.5 9.9 9.7 6.6 4.5 2.01.29.5 4.1

49.4 8.9 9.0 5.6 7.5 5.7 1.38.9 3.9

0 4 6 8 10 （兆円）

2014

2015

2016

2017

2018

貿易一般保険　　　　貿易代金貸付保険　　　　海外投資保険　　　　海外事業資金貸付保険　　　　その他

（年度）

7.3

6.3

5.9 0.1 0.20.40.6

5.0 0.0 0.3 0.20.7

※その他＝限度額設定型貿易保険、中小企業・農林水産業輸出代金保険、簡易通知型包括保険、輸出手形保険、前払輸入保険、再保険

引受実績

2018年度の引受実績は、大型案件や海外プラント関連案件等の減少により、貿易一般保険や海外事業資金貸付保険を中心
に引受が落ち込み、約6.3兆円（前年度比13.9%減）となりました。一方、海外投資保険は約0.7兆円（前年度比11.0％増）と
増加しました。

引受実績及び保険種別構成比の推移

引受実績の地域別構成比

2018年度引受実績　上位10 ヶ国・地域

順位 国名・地域名 引受実績 構成比 順位 国名・地域名 引受実績 構成比

1 インドネシア 691,831 10.3% 6 ベルギー 284,412 4.2%

2 中華人民共和国 554,526 8.3% 7 サウジアラビア 249,135 3.7%

3 タイ 512,330 7.6% 8 台湾 248,188 3.7%

4 大韓民国 358,554 5.4% 9 アメリカ合衆国 238,727 3.6%

5 パナマ（船舶） 330,023 4.9% 10 ベトナム 232,464 3.5%

（単位：百万円）
＜４～７頁の計数について＞

計数は、単位未満を原則として四捨五入しています。したがって、各計数の和は内数の合計に一致しないことがあります。また、単位に満たな
い場合は「0」で、該当数字のない場合は「̶」で示しています。貿易保険事業にかかる計数は、別途記載のない限りは、原則として決算ベースと
なっています。

＜統計データの作成方針＞
● 引受実績及び責任残高は、保険証券発行日を基準とし、金利は契約時金利（責任残高のうち変動金利対応案件は事業年度末の金利）を適用
し、作成しています。

● 引受実績は、保険契約締結日の為替レートを適用し、作成しています。
● 責任残高は、過年度引受分も含め、各事業年度末の為替レートを適用し、外貨建対応の特約付保険契約の保険金額ではなく、実勢の保険金
額を用いて作成しています。

8.56.7 0.2 0.5 0.8 0.3

7.86.4 0.3 0.5 0.5 0.2

6.35.3 0.1 0.4 0.4 0.2

アジア 　　　 中東　　　  中米　　  　ヨーロッパ　  　　南米　  　　アフリカ　　  　北米　　 　 国際機関　　 　 オセアニア

2017

2018
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アジア向けが約3.5兆円と全体の52.5%を占め引き続き最大となり、次いで中東向けが約0.7兆円で9.9%を占めました。
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貿易一般保険　　　　貿易代金貸付保険　　　　海外投資保険　　　　海外事業資金貸付保険　　　　その他

責任残高

2018年度の責任残高は、約14.0兆円（前年度比2.5％減）となりました。

責任残高及び保険種別構成比の推移

アジア向けが全体の47.5%（約6.9兆円）と最も多く、次いで中東向けが13.4%（約1.9兆円）となりました。

責任残高の地域別構成比
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※その他＝限度額設定型貿易保険、中小企業・農林水産業輸出代金保険、簡易通知型包括保険、輸出手形保険、前払輸入保険、再保険

支払保険金

2018年度の支払保険金は、信用危険事故で大型の保険金支払があり約335億円（前年度比74.1％増）となりました。

支払保険金の推移
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保険料収入

2018年度の保険料収入は、約294億円(前年度比47.7%減）となりました。

保険料収入の推移

保険種別の保険料収入では、貿易一般保険の保険料
収入が約120億円と全体の41.0％を占め最大とな
り、次いで海外事業資金貸付保険が全体の23.9％
の約70億円、海外投資保険が全体の21.1％の約62
億円となりました。

2018年度保険種別保険料収入
輸出手形保険 0.4%
簡易通知型包括保険 0.4%
中小企業・農林水産業
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貸付保険
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回収金

2018年度の回収金は、約311億円（前年度比0.6％減）となりました。
リスケジュール等による非常危険事故にかかわる回収金約301億円が全体の97%を占め、信用危険事故の回収金約11億
円が全体の3％となりました。

回収金の推移
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最近の主な 取組

第三国連携の推進

多数国間投資保証機関との再保険分野における協力協定の締結

2018年5月、NEXIは、世界銀行グループであり、投資保証を提供する多数国
間投資保証機関（MIGA：Multilateral Investment Guarantee Agency）
との間で、再保険分野における協力協定を締結しました。文書の交換式は、
日・アフリカ官民経済フォーラムにて、世耕経済産業大臣、デービス南アフ
リカ共和国貿易産業大臣のご臨席の下、執り行いました。

合意文書交換式の様子

カナダ輸出開発公社との再保険協定締結

2018年9月、NEXIは、カナダの輸出信用機関であるカナダ輸出開発公社
（EDC：Export Development Canada）とOne-Stop-Shop再保険協定を締
結しました。NEXIとEDCは2012年に短期（2年未満）の輸出保険を対象とし
た短期型再保険協定を締結しましたが、今般締結した再保険協定は、中長
期案件を対象とした相互協定です。

合意文書交換式の様子

中国輸出信用保険公司とのＭＯＵ締結

2018年10月、NEXIは、中華人民共和国の輸出信用機関である中国輸出信
用保険公司（SINOSURE）との間で、日中第三国市場協力フォーラム開催に
あわせて、協力覚書を締結しました。日中二国間の貿易投資のみならず、日
中両国企業が協働して第三国でのプロジェクトに参画し、当該国でのインフ
ラ整備に貢献するプロジェクトを両機関で効果的に支援する協力の枠組み
を構築することが目的です。

写真提供：JETRO（日中第三国市場協力フォーラムの様子）

インド輸出信用機関とのＭＯＵ締結

2018年10月、NEXIは、インド輸出信用機関（ECGC：Export Credit Guarantee 
Corporation of India）との間で、協力覚書を締結しました。
両国の政策金融機関が、案件組成に向けた協力枠組みを構築することで、日本企業の
輸出や投資を支援し、両国経済の発展に貢献すること、また、インドを拠点としてアフ
リカ等の第三国でのプロジェクトを支援すること等が期待されており、協力覚書の締
結に至りました。

合意文書署名式の様子

ＮＥＸＩ・豪外務貿易省・豪輸出信用機関との３者間協力のためのＭＯＵ締結

2018年11月、NEXIは、オーストラリア外務貿易省（DFAT：Australian’s 
Department of Foreign Affairs and Trade）・オーストラリア輸出信用機
関（EFIC：the Export Finance and Insurance Corporation）の三者間
で、協力覚書を締結しました。同日、安倍首相、モリソン首相のご臨席の下で
文書交換式を行いました。アジアを中心に世界のインフラ整備の需要が一層
高まることが予想される中、質の高いインフラ輸出の考えに沿うプロジェクト
や、再生可能エネルギーをはじめ世界的潮流である環境保全と経済成長を両
立させるプロジェクトの組成に向け、豪外務貿易省及び豪輸出信用機関EFIC
とNEXIの連携枠組み構築が狙いです。

出典：首相官邸ホームページ
（https://www.kantei.go.jp/jp/98_abe/actions/
201811/16australia1.html）より

ジョージア経済・持続的発展省とのＭＯＵ締結

2019年3月、NEXIは、ジョージア経済・持続的発展省（Ministry of Economy and 
Sustainable Development of Georgia）との間で、協力覚書を締結しました。日
本・ジョージアビジネスフォーラムの中で、バフタゼジョージア首相、石川経済産業大
臣政務官、上原駐ジョージア特命全権大使ご臨席の下、執り行われました。

合意文書署名式の様子

合意文書交換式の様子

欧州投資銀行とのＭＯＵ締結

2018年10月、NEXIは、国際機関である欧州投資銀行（EIB：European 
Investment Bank）と協力のための覚書を締結しました。交換式は世耕経
済産業大臣、河野外務大臣、カタイネン欧州委員会副委員長ご臨席の下で
行われました。
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本・ジョージアビジネスフォーラムの中で、バフタゼジョージア首相、石川経済産業大
臣政務官、上原駐ジョージア特命全権大使ご臨席の下、執り行われました。

合意文書署名式の様子

合意文書交換式の様子

欧州投資銀行とのＭＯＵ締結

2018年10月、NEXIは、国際機関である欧州投資銀行（EIB：European 
Investment Bank）と協力のための覚書を締結しました。交換式は世耕経
済産業大臣、河野外務大臣、カタイネン欧州委員会副委員長ご臨席の下で
行われました。
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主な引受プロジェクト

画像提供：丸紅株式会社（完成予想図）

Jawa 1 LNG to Powerプロジェクト

丸紅（株）、双日（株）、PT Pertamina他が出資する
PT Jawa Satu Power並びに（株）商船三井、前述3社

他が出資するPT Jawa Satu Regasが、ガス火力発電所
（1,760MW）及びFSRU（170,000m³）を建設し運営するプロ
ジェクトへの融資に対し保険の引受を行いました。

保険契約締結：2018年10月（融資保険（貸付金債権等））
2018年12月（融資保険（保証債務））

インドネシア
共和国

写真提供：コマツ

コマツ製鉱山建機輸出

コマツ（（株）小松製作所）がコートジボ
ワール向けに同社製鉱山建機を5年の延べ払

いで輸出する案件に対する保険の引受です。サブサ
ハラ向け2年以上延払輸出案件の引受としては第一号
の案件です。

保険契約締結：2018年3月

写真提供：ボーイング社

アビアンカ航空向け
ボーイング787型機の輸出支援
ボーイング787型機を輸出するプロジェク

トについて英国輸出信用保証局（UKEF）が輸出信
用供与を決定し、NEXIはUKEFから再保険の引受を行い
ました。

再保険契約締結：2018年12月

写真提供：Yinson Holdings Berhad（FPSO写真）

FPSO保有・傭船事業向け投資案件

NEXIは、ガーナにおける浮体式石油・ガス生産
貯蔵積出設備の保有・傭船事業に対して住友商事

(株)、川崎汽船(株)、日揮(株)及び(株)日本政策投資銀行
が行う投資につき、海外投資保険の引受を行いました。

保険契約締結：2018年6月

Sharqiyah
海水淡水化プロジェクト
日揮（株）、United Infrastructure Development 

Company LLC  及び  Doosan Heavy Industries &
 Construction CO., LTD.がオマーンのSharqiyah地区に

おいて海水淡水化プラントを建設し日量約80,000㎥の淡水を
販売するプロジェクトの融資に対して保険の引受を行いました。

保険契約締結：2018年7月

オマーン国

写真提供：日揮株式会社

写真提供：三菱日立パワーシステムズ株式会社

Al Layyah
ガス焚き複合火力発電所
建設プロジェクト

シャルジャ首長国電力水庁がシャルジャ首
長国のLayyah地区で建設するガス焚き複合火力発電
所建設プロジェクト（1,026.3MW）に、三菱日立パ
ワーシステムズ（株）他がEPCコントラクターとして参
画することになり、発電所の設備購入及び建設資金の
融資に対し保険の引受を行いました。

保険契約締結：2019年4月

りんご輸出

農産物の輸出販売業を行う（株）日本農業
は、香港・台湾・タイ向けのりんご輸出取引に

対し、輸出金額が大幅に拡大する際に代金回収リ
スクを軽減する手段として、中小企業・農林水産業
輸出代金保険を利用しています。

写真提供：株式会社日本農業

年間の保険利用対象輸出金額
約1億5千万円
初回保険契約締結
2018年10月

研磨材輸出

京都府京都市の松見研磨材（株）は、
シンガポール向け研磨材の輸出案件に対

し、限度額設定型貿易保険を利用しました。

写真提供：松見研磨材株式会社

保険契約締結
2018年9月

木毛（もくめん）輸出

（有）戸田商行は、ベト
ナム向け木毛（もくめん）

の輸出において、貨物代金後払
い取引の代金回収リスクを軽減
するために、（株）四国銀行の紹介
により中小企業・農林水産業輸出
代金保険を利用しました。

写真提供：有限会社戸田商行

保険利用対象輸出金額：約90万円
保険契約締結：2018年8月

日本酒輸出

大和酒造（株）は、韓国向け日本酒の輸出におい
て、貨物代金後払い取引の代金回収リスクを軽減す

るために、（株）佐賀銀行の紹介により中小企業・農林水
産業輸出代金保険を利用することとなりました。

写真提供：大和酒造株式会社

保険利用対象輸出金額
約130万円
保険契約締結
2018年8月

中堅・中小企業の海外展開支援

医療用注射針輸出

医療器具部品の製造・販売を行う日本注
射針工業（株）は、インド向け医療用注射針の

輸出案件に対し、従来は決済方法を信用状取引
だったものを後払いの送金決済へと変更する要望
を受けたことから中小企業・
農林水産業輸出代金保険を
利用することにしました。

写真提供：日本注射針工業株式会社

保険契約締結：2019年2月

シンガポール
共和国

大韓民国

インド

香港
台湾
タイ王国

ベトナム
社会主義共和国

コロンビア
共和国

コートジボワール
共和国

アラブ首長国連邦
シャルジャ首長国

ガーナ共和国
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海外関連組織との協力

※地図上の各国色分けについて「One-Stop-Shop再保険
協定締結先」と「協力協定締結先」が同一国の場合は
「One-Stop-Shop再保険協定締結先」の色に、「短期型
再保険協定締結先」と「協力協定締結先」が同一国の場
合は「短期型再保険協定締結先」の色となっています。

One-Stop-Shop再保険協定締結先
短期型再保険協定締結先
協力協定締結先

アジア・オセアニア

国際機関

ヨーロッパ

南アメリカ

ユーラーヘルメス保険会社（EULER-HERMES）（民間部門） 2013年
フランス貿易保険会社（COFACE）（民間部門） 2014年
アメリカン・インターナショナル・グループ（AIG） 2015年
Tokio Marine HCC（HCC） 2016年
Mitsui Sumitomo Insurance Company(Europe)/MS Amlin 2019年

One-Stop-Shop再保険協定締結先
イタリア イタリア外国貿易保険株式会社（SACE） 2002年
オランダ アトラディウス信用保険会社（ATRADIUS） 2002年
ベルギー ベルギー信用保険会社（Credendo） 2002年
ドイツ ユーラーヘルメス信用保険会社（EULER HERMES） 2003年
オーストリア オーストリア管理銀行株式会社（OeKB） 2003年
フィンランド フィンランド輸出信用会社（FINNVERA） 2004年
スペイン スペイン輸出信用保険会社（CESCE） 2005年
スイス スイス連邦輸出信用機関（SERV） 2007年
フランス フランス公的投資銀行（Bpifrance） 2016年
チェコ チェコ輸出保証・保険公社（EGAP） 2017年
イギリス 英国輸出信用保証局（UKEF） 2017年
短期型再保険協定締結先 
ロシア ロシア輸出信用・投資保険機関（EXIAR） 2016年

協力協定締結先 
フランス フランス対外経済省（DREE） 1995年 
 フランス公的投資銀行（Bpifrance） 2016年
イギリス 英国輸出信用保証局（UKEF） 1995年
ドイツ ユーラーヘルメス信用保険会社（EULER HERMES）/ 
 C&Lドイツ監査会社（C&L） 1996年
 ドイツ復興金融公庫KfW 2011年

One-Stop-Shop再保険協定締結先
アメリカ 米国輸出入銀行（US EXIMBANK） 2004年
カナダ カナダ輸出開発公社（EDC） 2018年

短期型再保険協定締結先
カナダ カナダ輸出開発公社(EDC） 2012年

協力協定締結先

協力協定締結先

協力協定締結先  
欧州復興開発銀行（EBRD） 1997年
APECメンバーの輸出保険機関・輸出金融機関（12カ国15機関） 1997年

イスラム投資・輸出保険機関（ICIEC） 2008年
多数国間投資保証機関（MIGA） 2018年
欧州投資銀行（EIB） 2018年

One-Stop-Shop再保険協定締結先
オーストラリア オーストラリア輸出信用機関（EFIC） 2005年
韓国 韓国貿易保険公社（KSURE） 2011年

短期型再保険協定締結先
シンガポール シンガポール輸出信用保険会社（ECICS） 2004年
マレーシア マレーシア輸出入銀行（MEXIM） 2006年
インドネシア インドネシア輸出保険公社（ASEI） 2009年
タイ タイ輸出入銀行（THAI EXIMBANK） 2009年
台湾 台湾輸出入銀行（TEBC） 2010年
香港 香港輸出信用保険会社（HKECIC） 2012年

協力協定締結先

協力協定締結先

北アメリカ

アフリカ
協力協定締結先
南アフリカ 南アフリカ輸出信用保険公社（ECIC SA） 2005年

オーストリア オーストリア管理銀行株式会社（OeKB） 1996年
イタリア イタリア外国貿易保険株式会社（SACE） 1996年
フィンランド フィンランド輸出信用会社（FINNVERA） 1996年
オランダ アトラディウス信用保険会社（ATRADIUS） 1996年
ベルギー ベルギー信用保険会社（Credendo） 1997年
スペイン スペイン輸出信用保険会社(CESCE） 2000年
ウズベキスタン ウズベキスタン輸出入保険会社（UZBEKINVEST） 2007年
ウクライナ ウクライナ輸出入銀行（UKREXIMBANK） 2009年
ロシア ロシア開発対外経済銀行（VEB） 2009年
ベラルーシ ベラルーシ銀行（Belarusbank） 2009年
ロシア ロシア輸出信用・投資保険機関（EXIAR） 2013年
トルクメニスタン トルクメニスタン国立対外経済関係銀行（TFEB） 2015年
チェコ チェコ輸出保証・保険公社（EGAP） 2015年
カザフスタン カザフスタン輸出信用・投資保険公社（Kazakh Export） 2016年
ジョージア ジョージア経済・持続的発展省 2019年

欧米民間保険会社との再保険協定締結先

輸出
コンソーシアム契約

外国の
企業

第三国
バイヤー

日本の
企業

日本企業輸出分
についての
再保険の引受

輸出契約全体に
ついての

貿易保険の引受

輸出契約

輸出

外国の
ECA

再保険契約に
基づく引受

貿易
保険

バイヤー輸出等

外国の
ECA

バイヤー

国際化・ボーダレス化する日本企業の様々なビジネスニー
ズに迅速かつ的確に対応するため、NEXIは海外の関係機
関との間で以下のような協力関係を構築しています。

短期型再保険
アジア地域等の日系企業による第三国向け輸出支援を目的と
して、NEXIはアジア等のECAと再保険協定を締結していま
す。この協定により、アジア等のECAの保険引受余力が引き上
げられ、アジア等の日系企業がアジア等のECAの貿易保険を
活用した対外取引リスクの軽減が容易になりました。

欧米民間保険会社との再保険
欧州危機等を背景にNEXIが欧米民間保険会社と短期の再保
険協定等を通じて引受キャパシティを供与する対応を開始し
ました。

その他の協力関係
NEXIは、ベルン・ユニオンのメンバーである主要ECAや関係
機関との間で協力協定を締結し、長期的な協力関係を構築し
ています。

One-S top -Shop  再保険
日本企業が外国企業と共同で第三国におけるプロジェクトに
参加する場合に、NEXIが日本からの輸出部分等のリスクを引
き受けることを目的として、海外の主要な輸出信用機関
（ECA）との間でOne-Stop-Shop再保険協定を締結していま
す。例えば、日本企業が外国企業とコンソーシアム（企業連合）
を組んで第三国へ輸出を行う場合、外国企業が日本企業輸出
部分を含めた輸出契約金額全体について自国のECAと保険契
約を締結し、その上で日本企業輸出部分については、その外国
ECAからNEXIが再保険の引受を行います。

日系
子会社

イスラエル イスラエル輸出信用保険会社（ASHRA） 1997年
アブダビ首長国 ムバダラ開発（MDC） 2008年
イラク イラク財務省 2011年
 イラク貿易銀行（TBI） 2011年
イラン イラン経済財務省 2016年
トルコ トルコ輸出入銀行(TURK EXIMBANK) 2017年

韓国 韓国輸出保険公社（KSURE）  1994年
シンガポール シンガポール輸出信用保険会社（ECICS） 1997年
台湾 台湾輸出入銀行（TEBC） 2005年
インドネシア インドネシア輸出保険公社（ASEI） 2008年
ベトナム ペトロベトナム（PETROVIETNAM） 2010年
 ベトナム財政省 2014年
インドネシア プルタミナ（Pertamina） 2015年
中国 中国輸出信用保険公社（SINOSURE） 2018年
インド インド輸出信用機関（ECGC） 2018年
オーストラリア オーストラリア外務貿易省（DFAT）/オーストラリア輸出信用機関（Efic） 2018年

ブラジル ヴァーレ（VALE） 2008年
 ペトロブラス（PETROBRAS） 2008年
 ブラジル国立経済社会開発銀行（BNDES） 2009年
 ブラジル保証基金管理機関（ABGF） 2017年 

アメリカ 米国輸出入銀行（US EXIMBANK） 1991年
カナダ カナダ輸出開発公社(EDC） 1997年
アメリカ 米国エネルギー省（DOE） 2009年
 米国海外民間投資公社 （OPIC） 2017年

中東
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海外関連組織との協力

※地図上の各国色分けについて「One-Stop-Shop再保険
協定締結先」と「協力協定締結先」が同一国の場合は
「One-Stop-Shop再保険協定締結先」の色に、「短期型
再保険協定締結先」と「協力協定締結先」が同一国の場
合は「短期型再保険協定締結先」の色となっています。

One-Stop-Shop再保険協定締結先
短期型再保険協定締結先
協力協定締結先

アジア・オセアニア

国際機関

ヨーロッパ

南アメリカ

ユーラーヘルメス保険会社（EULER-HERMES）（民間部門） 2013年
フランス貿易保険会社（COFACE）（民間部門） 2014年
アメリカン・インターナショナル・グループ（AIG） 2015年
Tokio Marine HCC（HCC） 2016年
Mitsui Sumitomo Insurance Company(Europe)/MS Amlin 2019年

One-Stop-Shop再保険協定締結先
イタリア イタリア外国貿易保険株式会社（SACE） 2002年
オランダ アトラディウス信用保険会社（ATRADIUS） 2002年
ベルギー ベルギー信用保険会社（Credendo） 2002年
ドイツ ユーラーヘルメス信用保険会社（EULER HERMES） 2003年
オーストリア オーストリア管理銀行株式会社（OeKB） 2003年
フィンランド フィンランド輸出信用会社（FINNVERA） 2004年
スペイン スペイン輸出信用保険会社（CESCE） 2005年
スイス スイス連邦輸出信用機関（SERV） 2007年
フランス フランス公的投資銀行（Bpifrance） 2016年
チェコ チェコ輸出保証・保険公社（EGAP） 2017年
イギリス 英国輸出信用保証局（UKEF） 2017年
短期型再保険協定締結先 
ロシア ロシア輸出信用・投資保険機関（EXIAR） 2016年

協力協定締結先 
フランス フランス対外経済省（DREE） 1995年 
 フランス公的投資銀行（Bpifrance） 2016年
イギリス 英国輸出信用保証局（UKEF） 1995年
ドイツ ユーラーヘルメス信用保険会社（EULER HERMES）/ 
 C&Lドイツ監査会社（C&L） 1996年
 ドイツ復興金融公庫KfW 2011年

One-Stop-Shop再保険協定締結先
アメリカ 米国輸出入銀行（US EXIMBANK） 2004年
カナダ カナダ輸出開発公社（EDC） 2018年

短期型再保険協定締結先
カナダ カナダ輸出開発公社(EDC） 2012年

協力協定締結先

協力協定締結先

協力協定締結先  
欧州復興開発銀行（EBRD） 1997年
APECメンバーの輸出保険機関・輸出金融機関（12カ国15機関） 1997年

イスラム投資・輸出保険機関（ICIEC） 2008年
多数国間投資保証機関（MIGA） 2018年
欧州投資銀行（EIB） 2018年

One-Stop-Shop再保険協定締結先
オーストラリア オーストラリア輸出信用機関（EFIC） 2005年
韓国 韓国貿易保険公社（KSURE） 2011年

短期型再保険協定締結先
シンガポール シンガポール輸出信用保険会社（ECICS） 2004年
マレーシア マレーシア輸出入銀行（MEXIM） 2006年
インドネシア インドネシア輸出保険公社（ASEI） 2009年
タイ タイ輸出入銀行（THAI EXIMBANK） 2009年
台湾 台湾輸出入銀行（TEBC） 2010年
香港 香港輸出信用保険会社（HKECIC） 2012年

協力協定締結先

協力協定締結先

北アメリカ

アフリカ
協力協定締結先
南アフリカ 南アフリカ輸出信用保険公社（ECIC SA） 2005年

オーストリア オーストリア管理銀行株式会社（OeKB） 1996年
イタリア イタリア外国貿易保険株式会社（SACE） 1996年
フィンランド フィンランド輸出信用会社（FINNVERA） 1996年
オランダ アトラディウス信用保険会社（ATRADIUS） 1996年
ベルギー ベルギー信用保険会社（Credendo） 1997年
スペイン スペイン輸出信用保険会社(CESCE） 2000年
ウズベキスタン ウズベキスタン輸出入保険会社（UZBEKINVEST） 2007年
ウクライナ ウクライナ輸出入銀行（UKREXIMBANK） 2009年
ロシア ロシア開発対外経済銀行（VEB） 2009年
ベラルーシ ベラルーシ銀行（Belarusbank） 2009年
ロシア ロシア輸出信用・投資保険機関（EXIAR） 2013年
トルクメニスタン トルクメニスタン国立対外経済関係銀行（TFEB） 2015年
チェコ チェコ輸出保証・保険公社（EGAP） 2015年
カザフスタン カザフスタン輸出信用・投資保険公社（Kazakh Export） 2016年
ジョージア ジョージア経済・持続的発展省 2019年

欧米民間保険会社との再保険協定締結先

輸出
コンソーシアム契約

外国の
企業

第三国
バイヤー

日本の
企業

日本企業輸出分
についての
再保険の引受

輸出契約全体に
ついての

貿易保険の引受

輸出契約

輸出

外国の
ECA

再保険契約に
基づく引受

貿易
保険

バイヤー輸出等

外国の
ECA

バイヤー

国際化・ボーダレス化する日本企業の様々なビジネスニー
ズに迅速かつ的確に対応するため、NEXIは海外の関係機
関との間で以下のような協力関係を構築しています。

短期型再保険
アジア地域等の日系企業による第三国向け輸出支援を目的と
して、NEXIはアジア等のECAと再保険協定を締結していま
す。この協定により、アジア等のECAの保険引受余力が引き上
げられ、アジア等の日系企業がアジア等のECAの貿易保険を
活用した対外取引リスクの軽減が容易になりました。

欧米民間保険会社との再保険
欧州危機等を背景にNEXIが欧米民間保険会社と短期の再保
険協定等を通じて引受キャパシティを供与する対応を開始し
ました。

その他の協力関係
NEXIは、ベルン・ユニオンのメンバーである主要ECAや関係
機関との間で協力協定を締結し、長期的な協力関係を構築し
ています。

One-S top -Shop  再保険
日本企業が外国企業と共同で第三国におけるプロジェクトに
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き受けることを目的として、海外の主要な輸出信用機関
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す。例えば、日本企業が外国企業とコンソーシアム（企業連合）
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部分を含めた輸出契約金額全体について自国のECAと保険契
約を締結し、その上で日本企業輸出部分については、その外国
ECAからNEXIが再保険の引受を行います。

日系
子会社

イスラエル イスラエル輸出信用保険会社（ASHRA） 1997年
アブダビ首長国 ムバダラ開発（MDC） 2008年
イラク イラク財務省 2011年
 イラク貿易銀行（TBI） 2011年
イラン イラン経済財務省 2016年
トルコ トルコ輸出入銀行(TURK EXIMBANK) 2017年
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シンガポール シンガポール輸出信用保険会社（ECICS） 1997年
台湾 台湾輸出入銀行（TEBC） 2005年
インドネシア インドネシア輸出保険公社（ASEI） 2008年
ベトナム ペトロベトナム（PETROVIETNAM） 2010年
 ベトナム財政省 2014年
インドネシア プルタミナ（Pertamina） 2015年
中国 中国輸出信用保険公社（SINOSURE） 2018年
インド インド輸出信用機関（ECGC） 2018年
オーストラリア オーストラリア外務貿易省（DFAT）/オーストラリア輸出信用機関（Efic） 2018年

ブラジル ヴァーレ（VALE） 2008年
 ペトロブラス（PETROBRAS） 2008年
 ブラジル国立経済社会開発銀行（BNDES） 2009年
 ブラジル保証基金管理機関（ABGF） 2017年 

アメリカ 米国輸出入銀行（US EXIMBANK） 1991年
カナダ カナダ輸出開発公社(EDC） 1997年
アメリカ 米国エネルギー省（DOE） 2009年
 米国海外民間投資公社 （OPIC） 2017年

中東
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NEXI は、国内の民間銀行や損害保険会社への販売業務委託等を通じて、貿易保険商品に関する情報やノウハウを共有する
とともに、効率的な新規顧客の開拓に努めています。2011 年から、中堅･中小企業を始めとする地域企業の海外展開を積極
的に支援するため、地方銀行・信用金庫等との提携に取り組み、NEXIを軸とした全国的なネットワークは、2019年４月1日
現在で合計115機関となりました。今後も同ネットワークを活用し、中堅・中小企業の海外展開の支援に努めてまいります。

海外の民間保険会社との業務提携
NEXIは、タイ・シンガポール・香港・英国・ベトナムにおいて、現地日系損害保険会社を通じたフロンティング（NEXIが現地
損害保険会社の販売する元受保険契約につき再保険するスキーム）により、本邦企業の海外子会社による第三国への輸出
や現地国内販売の事業を支援しています。

国内の民間金融機関との業務提携

本 店
〒 101-8359
東京都千代田区西神田 3-8-1
千代田ファーストビル東館５階
TEL.03-3512-7650
FAX.03-3512-7660

大阪支店
〒 541-0041
大阪府大阪市中央区北浜 3-1-22
あいおいニッセイ同和損保 淀屋橋ビル 8階
TEL.06-6233-4019　
FAX.06-6233-4001

ニューヨーク事務所
c/o JETRO 565 Fifth Avenue, 4th Floor, New York,
N.Y. 10017 USA
TEL.1-212-819-7769　FAX.1-212-997-0464

シンガポール支店
16 Raffles Quay#38-06, Hong Leong Bldg.
Singapore 048581
TEL. 65-6429-9582　FAX. 65-6222-0481

NEXI Singapore

B.D.F.M 47-50 street/6th Avenue
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NEXI NY
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パリ事務所
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月刊ウェブマガジンe-NEXIでは、各方面の専門家や企業の
方々によるテーマ別の特集記事、NEXIの取組内容やプロ
ジェクトの紹介、各国動向など、貿易・投融資に関連する記
事を掲載しています。
ホームページより、ウェブマガジンをご登録いただいた方
には、毎月無料でメール配信しています。

ウェブサイトでは貿易保険に関する多くの情報を提供して
います。
■トピックス
　制度・引受方針の変更、保険手続に関する情報、大型引受プ
ロジェクトの案内等

■WEBサービス
　ウェブを通じた保険申込み、保険料計算シミュレーション等

北海道銀行
北洋銀行

青森銀行
みちのく銀行

岩手銀行
東北銀行

秋田銀行
北都銀行

七十七銀行

荘内銀行
山形銀行

東邦銀行
北國銀行

鳥取銀行 しののめ信金

足利銀行
栃木銀行

武蔵野銀行
埼玉りそな銀行

千葉銀行
京葉銀行
千葉興業銀行横浜銀行

山梨中央銀行

常陽銀行
筑波銀行

第四銀行
北越銀行

北陸銀行
富山銀行
富山第一銀行

福井信金

琉球銀行
沖縄銀行

中国銀行
トマト銀行

岐阜信金
東濃信金

池田泉州銀行
関西みらい銀行※２

静岡銀行

名古屋銀行

尼崎信金
播州信金

みなと銀行
山陰合同銀行

南都
銀行

紀陽銀行
宮崎銀行

肥後銀行
熊本銀行

大分銀行

山口
銀行

広島銀行
もみじ銀行

佐賀銀行

親和銀行

福岡銀行
筑邦銀行
西日本シティ銀行
北九州銀行

伊予銀行
愛媛銀行

香川銀行
百十四銀行

四国銀行
徳島
銀行

きらぼし銀行、商工中金、りそな銀行、
全国共済農業協同組合連合会、
全国共済水産業協同組合連合会、
農林中央金庫鹿児島銀行

中堅・中小企業
海外展開支援ネットワーク

黒字：地方金融機関等
青字：信用金庫

京都中央信金
京都銀行

帯広信金
稚内信金
旭川信金
大地みらい信金

東和銀行

飯田信金
諏訪信金
長野信金

八十二銀行

朝日信金、城南信金、城北信金、
巣鴨信金、西武信金、
多摩信金、東京東信金

埼玉縣信金

川崎信金
横浜信金

甲府信金

遠州信金
静岡信金
静清信金
焼津信金
浜松磐田信金※３

十六銀行

三重銀行
滋賀銀行

福井銀行

玉島信金
広島信金

大阪シティ信金
北おおさか信金

岡崎信金
瀬戸信金
豊橋信金
西尾信金
碧海信金

鹿児島相互信金

2011年度  11行    11機関
2012年度  18行    29機関
2013年度  20行    49機関
2014年度   6 行 22金庫   77機関
2015年度  12行 16金庫 105機関
2016年度 6機関    3金庫 114機関
2017年度 3機関  117機関
2018年度   115機関※１

年度別新規提携数（現在115機関）

N E X I の 広 報 活 動

ウェブサイト  h t tps : / /www.nex i . go . jp 月刊ウェブマガジン「e-NEX I」の発行

（2019年４月現在）

地銀等 信金 累計

※２　2019年４月合併
※３　2019年１月合併

※１　減少は合併による
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シンガポール支店
16 Raffles Quay#38-06, Hong Leong Bldg.
Singapore 048581
TEL. 65-6429-9582　FAX. 65-6222-0481
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月刊ウェブマガジンe-NEXIでは、各方面の専門家や企業の
方々によるテーマ別の特集記事、NEXIの取組内容やプロ
ジェクトの紹介、各国動向など、貿易・投融資に関連する記
事を掲載しています。
ホームページより、ウェブマガジンをご登録いただいた方
には、毎月無料でメール配信しています。

ウェブサイトでは貿易保険に関する多くの情報を提供して
います。
■トピックス
　制度・引受方針の変更、保険手続に関する情報、大型引受プ
ロジェクトの案内等

■WEBサービス
　ウェブを通じた保険申込み、保険料計算シミュレーション等

北海道銀行
北洋銀行

青森銀行
みちのく銀行

岩手銀行
東北銀行

秋田銀行
北都銀行

七十七銀行

荘内銀行
山形銀行

東邦銀行
北國銀行

鳥取銀行 しののめ信金

足利銀行
栃木銀行

武蔵野銀行
埼玉りそな銀行

千葉銀行
京葉銀行
千葉興業銀行横浜銀行

山梨中央銀行

常陽銀行
筑波銀行

第四銀行
北越銀行

北陸銀行
富山銀行
富山第一銀行

福井信金

琉球銀行
沖縄銀行

中国銀行
トマト銀行

岐阜信金
東濃信金

池田泉州銀行
関西みらい銀行※２

静岡銀行

名古屋銀行

尼崎信金
播州信金

みなと銀行
山陰合同銀行

南都
銀行

紀陽銀行
宮崎銀行

肥後銀行
熊本銀行

大分銀行

山口
銀行

広島銀行
もみじ銀行

佐賀銀行

親和銀行

福岡銀行
筑邦銀行
西日本シティ銀行
北九州銀行

伊予銀行
愛媛銀行

香川銀行
百十四銀行

四国銀行
徳島
銀行

きらぼし銀行、商工中金、りそな銀行、
全国共済農業協同組合連合会、
全国共済水産業協同組合連合会、
農林中央金庫鹿児島銀行

中堅・中小企業
海外展開支援ネットワーク

黒字：地方金融機関等
青字：信用金庫

京都中央信金
京都銀行

帯広信金
稚内信金
旭川信金
大地みらい信金

東和銀行

飯田信金
諏訪信金
長野信金

八十二銀行

朝日信金、城南信金、城北信金、
巣鴨信金、西武信金、
多摩信金、東京東信金

埼玉縣信金

川崎信金
横浜信金

甲府信金

遠州信金
静岡信金
静清信金
焼津信金
浜松磐田信金※３

十六銀行

三重銀行
滋賀銀行

福井銀行

玉島信金
広島信金

大阪シティ信金
北おおさか信金

岡崎信金
瀬戸信金
豊橋信金
西尾信金
碧海信金

鹿児島相互信金

2011年度  11行    11機関
2012年度  18行    29機関
2013年度  20行    49機関
2014年度   6 行 22金庫   77機関
2015年度  12行 16金庫 105機関
2016年度 6機関    3金庫 114機関
2017年度 3機関  117機関
2018年度   115機関※１

年度別新規提携数（現在115機関）

N E X I の 広 報 活 動

ウェブサイト  h t tps : / /www.nex i . go . jp 月刊ウェブマガジン「e-NEX I」の発行

（2019年４月現在）

地銀等 信金 累計

※２　2019年４月合併
※３　2019年１月合併

※１　減少は合併による
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